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【はじめに】 
 １６日、ロシアのモスクワで主要２０か国・地域

（Ｇ２０）財務相・中央銀行総裁会議が共同声明を

発表して閉幕しました。この共同声明の中で、輸出

の追い風となるよう自国通貨の為替レートを安く誘

導する「通貨安競争」を避けることが盛り込まれま

した。現在、円相場は円安ドル高で推移しており、

日本の為替政策に対する牽制の意味があります。ま

た、安倍内閣の経済政策「アベノミクス」に対して

は、円安を背景とする輸出関連企業の業績回復、株

価高など、日本経済の回復の兆しが出てきたことも

もあり、一定の評価が与えられました。 
 少し政治・経済の内容になりますが、通貨安競争

は１９３０年代、世界恐慌後のブロック経済におい

て行われ、各国は保護貿易政策をとり、世界貿易は

縮小しました。これが一因となり、第二次世界大戦

が勃発します。これを反省して、戦後、自由貿易を

促進していくために、ＩＭＦやＧＡＴＴが設立され

ました。 
 現在の円安ドル高傾向は、安倍内閣誕生以降に起

こったことで、今回のＧ２０では、どこまで言及す

るか注目されました。しかし、日本を名指しで批判

することはなかったものの、政府や中央銀行が為替

介入しないよう牽制する意味があります。今後、為

替相場がどのように推移し、日本経済への影響を注

視しなければなりません（今週はやや円高ドル安傾

向）。これにより、安倍内閣の評価や、ひいては参議

院選挙にも影響します。 
 少し前置きが長くなりましたので、この辺りで解

答・解説に入ります。 

 
【解答例】 
 まず、企業への影響について、建設業を中心に収

益が増大し、企業の業績が改善します。これを受け

て、株価も上昇し、企業の評価が上がります。また、

大手建設業の下請け会社への注文も増え、恩恵を受

けることになります。その反面、公共事業の入札に

おいて、企業間で落札を予め決めておく談合や公務

員がそれを誘導する官製談合など、不正が起こりや

すくなります。また、大企業と中小企業の間で、事

業の規模や金額など、入札に差が生じます。一方、

国民生活への影響について、企業の労働需要が高ま

り、失業率が低下します。それにより、生活保護な

どの社会保障費も減少します。また、高速道路の建

設や補修工事など、利便性が高まり、安全面も改善

されます。しかし、公共事業費を国債や税金でまか

なうため、現在及び将来の国民の負担が増えます。

また、高速道路などは料金さえ支払えば誰でも利用

できるので、利用者が増加し、交通渋滞を招くこと

になります。（３９６字） 

 
【解説】 
１．公共事業とは 
 公共事業は、市場で民間企業が供給しにくい道

路・港湾、警察・消防などの公共財・公共サービス

などを、政府や地方公共団体が私たちの税金で供給

するものである。 
 この公共事業には２つの財政の役割があり、１つ

は資源配分の調整機能、もう１つは裁量的財政政策

（フィスカル・ポリシー）である。前者は上で述べ

た内容であり、後者が今回の予想問題で出題した内

容に関することです。 
 裁量的財政政策は、政府が景気状況を判断して、

公共事業の増減、増税や減税を行うことにより、景

気調整するものである。公共事業費を増やすことで、

建設業は仕事の受注が増え、多くの雇用者を受け入

れ、その結果、企業の収益は増大し、失業者は減少

するので、生活保護費などの社会保障費が減少する。

一般的には、景気を回復させる機能が働く。 
 しかし、日本でこの機能が有効であったのは、バ

ブル経済以前であり、バブル崩壊後の日本経済にお

いては、効果がないものと言われてきた。 
 こうしたことを踏まえれば、答案が作成できると

思われる。 
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２．公共事業費の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 最初に、公共事業費推移について見てみる。上図

より、公共事業費は平成１０年度以降減少傾向にあ

る。この要因として、日本経済が悪化したことで財

政が悪化し、高度経済成長期と異なり、景気への影

響が薄れたこともあり、予算が削減された。また、

入札における談合問題も表面化し、国民の批判が高

まったため、予算規模が縮小された。確かに、これ

までの公共事業といえば、過疎化の進んだ地方に高

速道路を建設したり、利用者が見込めないような地

方に空港を建設したりと、無駄が多かった。まして、

労働者の年収は減少傾向にあり、無駄に対する国民

の厳しい視点も影響している。 

 
３．アベノミクスとは？ 
 安倍内閣は、経済活性化のために「大胆な金融政

策、機動的な財政政策、民間投資を喚起する成長戦

略」という「三つの矢」を打ち出した。 
 最初の金融政策は、デフレが日本経済に悪影響を

与えてきたことを踏まえ、日本銀行による一層の金

融緩和政策を求めることである。先日、日銀政策決

定会合で物価目標を２％とした。これを踏まえて、

日銀は金融緩和政策を実施する。しかし、安倍内閣

は金融緩和政策だけではなく、日銀正副総裁人事を

念頭に入れている。つまり、政府の物価目標を実現

させるべく、それに沿った金融緩和政策を実行する

人物を選定したいのである。これについては、日銀

の独立性に反するとの批判もある。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 次に、機動的な財政政策であるが、今回のテーマ

である公共事業費が関係する。上表のように、２０

１２年度の補正予算は約１０兆円で、このうち公共

事業費約５．３兆円である。補正予算の規模として

は、平成１０年度に次いで２番目の規模である。東

日本大震災と国土強靱化の下，復興と防災対策が前

面に主張されており、減災、老朽化対策などに当て

られる。しかし、従来の公共事業の予算も盛り込ま

れており、単なる予算のバラマキであり、安倍内閣

の主張する経済活性化につながるのか疑問視されて

いる。 
 最後に、成長戦略とは規制緩和のことである。し

かし、規制緩和は景気がある程度回復しなければ効

果は見込めない。これに関しては、先の２つの政策

を踏まえて実施されるものといえる。 
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３．公共事業費の財源について 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 補正予算について、歳出の部分を見てきたが、歳

入についてみることにする。上表を見て分かるよう

に、税収はわずか２６１０億円に対して、公債金が

何と約５兆２０００億円である。これでは、債務残

高が増えるだけで、将来、国民の負担が増だけであ

る。 

 
４．最後に 
 今週、参議院予算委員会の審議がテレビで中継さ

れていたが、野党議員の質問は公共事業費の増額に

ついての質問が目立った。結局、これまでのような

道路の建設・補修費用にあてることになるというこ

とである。既に、地方公共団体の首長は、自民党議

員のところに挨拶回りをしている。これは自分のと

ころに公共事業をあてて欲しいという依頼である。

こうしたことは、以前の自民党時代に見かけた光景

である。また、公共事業を決めるのは既得権益を握

る官僚であり、官僚に強い影響力を持つ族議員がそ

こに関係してくる。 
 我々が、ニュースや新聞で見ているのはほんの一

部で、政府にとって都合の悪いものは報道されない。

受験生のみなさんであれば、「メディア・リテラシー」

という用語を知っていると思うが、流される情報を

すべて鵜呑みにするのは危険であり、批判的に見る

視点をもつことが大切である。復興支援と景気回復

を全面に押し出して、公共事業費の増額を行おうと

しているが、本当にそうなのか、我々国民が注視し

なければならない。 

 
 
 


